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業務継続計画の策定や改訂でお困りの点はありませんか？近年の地震・風水害による教訓は活かされて

いますか？

災害発生時には、行政自らも被災しますが、人・物・情報等の利用できる資源に制約がある状況かつ業

務量が極めて膨大となる状況下において、業務の執行体制を確保し、適切に災害対応を行っていくことが

求められます。

また、近年では、東日本大震災、平成28年熊本地震、令和６年能登半島地震といった地震災害の他にも、

平成27年９月の関東・東北豪雨、平成 30年７月豪雨、令和元年東日本台風といった風水害による被害が

甚大化・頻発している傾向があり、地震と同様に、風水害に対する業務継続体制も充実強化していくこと

が望まれています。

また、石川県では、令和６年能登半島地震で被害を受け復旧・復興の対応がなされているなか、令和６

年９月20日からの大雨でさらに被害を受け、複合災害への対応が発生しており、今後は複合災害への対応

も求めらます。

さらに、新型コロナウイルス等の感染症やサイバー攻撃等についても昨今の教訓を踏まえて業務継続体

制を強化する必要があります。

業務継続計画の策定・改訂においては、災害時の優先業務の検討などでは、防災部局だけでの検討が難

しく、全庁的な調整が必要となる場面があります。弊社ではこれまでの豊富な支援実績を基に、各種検

討・調整をご支援いたします。

ご提案

弊社の取り組みの一例

（１）「業務継続計画（風水害編）」の策定
過去の風水害では、災害時の防災拠点である役所庁舎が浸水したことで、

十分な防災機能を発揮できず、応急対応や復旧活動に大きな支障が生じて

います。そのような過去の教訓を踏まえ、浸水想定区域内に防災拠点があ

る場合は、風水害時の業務継続計画の策定や庁舎・非常用電源設備の浸水

対策など、水害時の防災拠点としての機能強化対策が求められています。

弊社では、「業務継続計画（風水害編）」の策定にあたり、次の考え方

で検討を進めました。

①社会状況（計画運休、道路通行規制など） や避難勧告等の発令段階、ハザードマップで想定されている浸水範囲及び継続時間に

配慮して、タイムライン（事前防災行動計画）と整合をとった非常時優先業務（発災前、発災後）を整理する。

②選定した非常時優先業務（発災前・発災後）を遂行するうえでの課題と取組の方向性（庁舎の止水対策など）を抽出する。

発災前における主な非常時優先業務

（２）「業務継続計画（震災編）」の改訂
東日本大震災、平成28年熊本地震等の実災害の教訓を踏まえた災害対策関連法令改正や「大規模災害発生

時における地方公共団体の業務継続の手引き（内閣府（防災担当））」の改定内容等を踏まえ、「業務継続

計画（震災編）」の改訂をご支援しました。

改訂にあたり、過去の震災を踏まえた業務開始目標時間の設定、業務資源の確保策を検討・調整するため

の検討部会の開催支援や、代替庁舎に関する検討（移転先施設の選定、移転対象部局との調整）等を行いま

した。

（３）「業務継続計画（新型インフルエンザ等対策編）」の策定
感染症の流行状況に応じ業務継続のレベルを考慮した非常時優先業務の整理（感染症対応業務、通常業務

（継続、縮小、休止など））、施設の運営方針、業務継続のための執行環境の確保策（職員等の感染予防策、

職場における感染予防策、施設内での感染予防策）等について整理した「業務継続計画（新型インフルエン

ザ等対策編）」の策定をご支援しました。



業務継続計画の策定フロー（例）

被害状況等の想定

想定する災害事象の選定

想定した災害事象における被害想定の設定

STEP1

〇発災時期及び発災時刻
〇死者、負傷者
〇全壊棟数、焼失棟数
〇ライフラインの被害状況及び復旧予想時期
〇発災後の職員の参集数の推移
〇必要資源の被害想定 など

非常時優先業務の整理

非常時優先業務の業務区分と選定基準の整理

STEP2

想定する災害事象の選定 想定した災害事象における被害想定

調査：「非常時優先業務」の整理

調査：「非常時優先業務の実施体制」の検討

リスト１　災害対策業務リスト(「応急対策業務」及び「優先すべき復旧・復興業務」)

作成担当者（部署・名前）

1 2 3 4 5

1 応急対策業務
部長、副部長
統括・総務班

－ 部内の統括業務

2 応急対策業務 広報・報道班 HP等による情報発信
第一報情報提供（ＨＰ・メルマガ・ツ
イッター）

ＨＰによる本格的な情報発信の準備
ＨＰによる本格的な情報発信の運用
開始

3 応急対策業務 広報・報道班 エフエム世田谷による区民への情報提供 エフエム世田谷の放送体制の把握
エフエム世田谷による区民への情報
提供

4 応急対策業務 広報・報道班 せたがやコールによる区民問い合わせ対応 せたがやコールの体制確認
せたがやコールによる区民問い合わ
せ対応

5 応急対策業務 広報・報道班 紙媒体による区民への情報提供 区のおしらせ発行体制の確認
紙媒体による区民への情報提供（区
窓口、避難所等配布用）

6 応急対策業務 広報・報道班 他の情報提供手段や協定団体の対応
他の情報提供手段や協定団体の被
害状況・復旧状況の把握

協定団体との連絡体制の確立

7 応急対策業務 広報・報道班 災害時法律相談窓口の設置運営
各総合支所被災者総合相談所に災
害時法律相談窓口を開設

8 応急対策業務 広報・報道班 被災者情報に関る広報 被災者生活実態調査報告の活用

２　広報及び広聴に関すること。

２　広報及び広聴に関すること。

２　広報及び広聴に関すること。

２　広報及び広聴に関すること。

分掌事務 業務名 業務の概要

業務内容

２　広報及び広聴に関すること。

番号 業務区分 災対班名

２　広報及び広聴に関すること。

２　広報及び広聴に関すること。

災対部名 災対財政・広報部

既往資料を基に非常時優先業務を整理

庁内調査の準備

（調査シート、説明会資料の作成等）

業務資源に関する分析・対策検討STEP3

調査：「業務資源の確保状況・課題・対策」

の検討

【ＢＣＰの特に重要な６要素】

①首長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制

②本庁舎が使用不可能時の代替庁舎の特定

③電気、水道、食料等の確保

④災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保

⑤重要な行政データのバックアップ

⑥非常優先業務の整理

【調査シートの例（３）】

「業務資源の確保状況・課題・対策」の検討

【業務資源】
１．職員
２．庁舎（代替庁舎を含む）
３．執務環境（什器等の転倒防止、ガ

ラスの落下・飛散防止、天井等落
下防止）

４．電力
５．通信（電話、インターネット等）
６．防災行政無線
７．情報システム
８．水・食料等
９．トイレ
10．消耗品等（用紙等）

庁内調査の準備

（調査項目の整理、調査シート、説明会資料の

作成等）

既往資料を基に業務資源の確保状況を整理

国の防災基本計画では、地方公共団体におけるＢＣ
Ｐの策定に係る右の６つ重要な要素が明確化されてい
ます。
弊社では、「大規模災害発生時における地方公共団

体の業務継続の手引き（令和５年５月、内閣府（防災
担当））」に倣い、以下の策定フロー（例）をベース
に業務継続計画の策定・改訂をご支援致します。

①業務継続計画の実効性を高めていくために必要な研修・訓練を、皆
様の状況に応じた最適の内容でご提案します。

②業務継続にかかわる訓練を支援し、専門的な視点で評価します。
【訓練例】非常参集訓練、情報活動訓練、安否確認訓練、

災害対策本部運営訓練（図上）等

③訓練で明らかになった課題や改善点を業務継続計画の改訂に反映し
ます。

業務継続計画の継続的改善

調査結果の集計・分析等

（※全庁的な観点での調整支援を含む）

業務継続計画の継続的な改善STEP4

業務継続計画の完成STEP5

PDCAサイクルによる継続的改善方法の整理

※素案、案時点での庁内意見照会に向けた資料作成等

に加え、庁内調整の方法のご相談も承ります。

【調査シートの例（１）】

非常時優先業務の整理

【調査シートの例（２）】

非常時優先業務の実施体制の検討

調査結果の集計・分析等

（※全庁的な観点での調整支援を含む）

（１）調査担当

（３）
課題

（４）
対策

（５）各所管で確保すべき必要資源

（２）
現状の確保状況

（４）業務内容と必要人数

（２）業務概要

（３）業務開始目標時間

（１）災対部名・班名（１）災対部名・班名

（２）
業務の確認

（３）
業務の概要、業務内容

※ＢＣＰの特に重要な６要素のうち①～⑤の詳細を示す

〒163-6001 東京都新宿区西新宿6 - 8 - 1
クライシスマネジメントコンサルティング部
社会公共グループ

ご相談は下記フォームよりお願い致します。お気軽にお問い合わせ下さい。
https://www.sompo-rc.co.jp/contact/form/
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